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閲覧制限機能の活⽤
物件単位での閲覧制限または⽂書カテゴリーごとの閲覧制限を適切に設定することにより、⽬的や
状況に応じたきめ細かな閲覧制限をかけることができます。

 ユーザー名または所属グループごとに開⽰する物件を限定することにより、担当物件に限定した表⽰を⾏います。
 特定カテゴリーに属する⽂書を特定ユーザーに⾮開⽰とすることにより、機密⽂書等の閲覧制限を⾏います。

物件名 ユーザー① ユーザー②

物件A 〇 〇

物件B 〇 〇

物件C × 〇

物件D × 〇

物件別 〇開⽰ ×⾮開⽰
⽂書カテゴリー ユーザー③ ユーザー④

測量図・登記 〇 〇

許認可・⼯事関係 〇 〇

契約書類 × 〇

テナント関係書類 × 〇

⽂書カテゴリー別 〇開⽰ ×⾮開⽰

特定物件のみを開⽰【ユーザー・所属グループ単位】
事例︓
①オフィス物件担当にはレジ物件⽂書を開⽰しない
②各拠点事務所では担当エリアの物件のみを表⽰
※ 物件単位で開⽰対象（ユーザー・グループ）を設定します。
※ 設定⽅法の詳細はマニュアルP.56, 57をご参照ください。

特定カテゴリー⽂書を⾮開⽰にする【ユーザー単位】
事例︓
①個⼈情報を含むカテゴリー⽂書の開⽰を限定する
②ER会社には契約書類やテナント書類を開⽰しない
※ ⽂書カテゴリーを⼤分類と中分類の組合せで区別します。
※ 設定⽅法の詳細はマニュアルP.58をご参照ください。


